
第１　損害回復・経済的支援等への取組

項目 講じられた主な施策 評価

１　損害賠償
の請求につ
いての援助
等

・加害者の損害賠償責
任の実現に向けた調査
の実施

　第198回通常国会において、債務者の財産状況の調査に関
する制度の実効性の向上を目的の一つとした民事執行法及び
国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関
する法律の一部を改正する法律が成立している。本改正は、加
害者の損害賠償責任の実現に資するものと考えられるが、今
後、施行後の状況を踏まえて検討を重ねていく必要がある。

・犯罪被害給付制度に
関する検討

　「犯罪被害給付制度に関する有識者検討会」が平成29年７月
に取りまとめた提言の内容を踏まえ、重傷病給付金の給付期
間の延長、仮給付の柔軟化、遺児への手厚い支援及び親族間
犯罪被害に係る支給基準の抜本的見直しを内容とする犯罪被
害給付制度の改正を行い、平成30年４月１日から施行されてい
る。本制度改正は、必要な調査結果等を踏まえ、犯罪被害者の
遺族等との検討会における議論の結果であり、現下の課題に
対して一定のあるべき方向性を示したといえる。今後は、都道
府県警察等の支援の現場に対して、改正の趣旨や内容等を踏
まえ適正に制度を運用するよう指導していく必要がある。

・カウンセリング等心理
療法の費用の公費負
担

　警察庁において、都道府県警察に対し、臨床心理士資格等を
有する警察部内カウンセラーの確実な配置に努めるよう指示を
行っているところ、相当数の警察において配置が行われてい
る。また、平成28年度から、犯罪被害者等が自ら選んだ精神科
医、臨床心理士等を受診した際の診療料又はカウンセリング料
を公費で負担する制度に要する経費について予算措置を講じ、
30年７月までに、全国警察において制度の整備がなされてい
る。今後も継続して、都道府県警察に対し、同制度の適切な運
用及び周知に取り組むよう指導していく必要がある。

・地方公共団体による
見舞金制度の導入促
進

　地方公共団体に対し、犯罪被害者等に対する見舞金等の支
給制度や生活資金等の貸付制度の導入について要請していた
ところ、地方公共団体による見舞金等制度の導入が促進されて
いる。今後も継続して、これら制度の導入を要請する必要があ
る。

３　居住の安
定

・公営住宅への優先入
居等
・被害直後及び中期的
な居住場所の確保

　公営住宅への優先入居等にあっては、着実に推進されている
といえる。
  また、平成28年度からは、一時保護所が満床でなくても婦人
相談所による一時保護委託が可能となる対象として、ストー
カーや性犯罪・性暴力の被害者を追加することにより、犯罪被
害者等の居住場所の確保について利便性が拡大したものとい
える。
　引き続き、犯罪被害者等の利便性も考慮しつつ、犯罪被害者
等の居住場所の確保について取り組むとともに、当該制度の周
知を図る必要がある。

４　雇用の安
定

・被害回復のための休
暇制度の周知・啓発

　被害回復のための休暇制度について、アンケートによる実態
把握を行った結果、いまだに十分な認知がなされていない状況
にあるといえる。引き続き、民間企業のほか、行政機関も含め
て社会全体として被害回復のための休暇制度の認知度を高め
ていく取組を行っていく必要がある。

２　給付金の
支給に係る
制度の充実
等
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第２　精神的・身体的被害の回復・防止への取組

項目 講じられた主な施策 評価

・「ＰＴＳＤ対策に係る専
門家の養成研修会」の
内容の充実等

　「PTSD（心的外傷後ストレス障害）対策専門研修事業」を公募
し、事業を適切に実施しているところ、当該研修内容には犯罪
被害者等の精神的被害及び犯罪被害者等施策に関する議論
も含まれており、研修修了後には各地方自治体に研修修了者
名簿を送付しており、相談体制の充実が図られているといえ
る。引き続き、同研修内容の充実を図るなどし、犯罪被害者等
の精神的被害について、医療・福祉関係者に対する啓発を推
進していく必要がある。

・犯罪被害者等への適
切な対応に資する医学
教育の促進

　平成29年３月に「医学教育モデル・コア・カリキュラム」を改訂
した際に、従来の「ストレス関連疾病（外傷性ストレス障害
（PTSD）を含む。）の症候と診断を説明できる。」といった目標に
「不安症候群と心的外傷の症候と診断を説明できる。」という目
標を新たに盛り込み、項目の充実を図っており、平成30年度よ
り、改訂された内容に沿った教育が実施され、犯罪被害者等へ
の適切な対応に資する医学教育の促進が図られたといえる。
引き続き、犯罪被害者等への適切な対応に資する医学教育の
促進について検討していく必要がある。

・ワンストップ支援セン
ターの設置促進

　都道府県による性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ
支援センターの設置について、令和２年までに各都道府県に少
なくとも１か所設置するとの目標に対し、平成29年度に創設した
「性犯罪・性暴力被害者支援交付金」を活用し、30年10月に全
都道府県における設置を完了している。引き続き、同センター
の運営の安定化及び質の向上を図るため、各地方公共団体の
実情に応じた取組の支援の充実に努める必要がある。

２　安全の確
保

・児童虐待の防止、早
期発見・早期対応のた
めの体制整備

　平成30年４月に施行された児童福祉法及び児童虐待の防止
等に関する法律の一部を改正する法律では、虐待を受けてい
る子供等の保護を図るため、家庭裁判所が都道府県等に対し
て保護者指導を勧告することができることとするなど、司法関与
を強化するなどの措置を講じることとされた。また、緊急総合対
策に基づき、子供の安全確認ができない場合の立入調査の実
施等全ての子供を守るためのルールの徹底等に取り組み、児
童虐待の防止、早期発見・早期対応のための体制の整備が進
んだ。今後は、更なる体制の強化及び運用面の充実を図る必
要がある。

３　保護、捜
査、公判等
の過程にお
ける配慮等

・職員等に対する研修
の充実等

　犯罪被害者等に接する職員等に対する研修等を充実させる
ことにより、犯罪被害者等の心情に対する理解を深め、職員等
の対応の向上がはかられていると評価することができるが、犯
罪被害者団体等からは、引き続き犯罪被害者等の心情等に配
慮した対応を望む声があることから、今後とも、職員等に対する
研修の一層の充実を図っていく必要がある。

第３　刑事手続への関与拡充への取組

項目 講じられた主な施策 評価

１　刑事に関
する手続へ
の参加の機
会を拡充す
るための制
度の整備等

・刑事の手続等に関す
る情報提供の充実

　刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制度の
整備等については、これまでの取組により着実に進展が図られ
ているところ、それら制度の情報提供に関しても、SNS等の各
種媒体において充実が図られてきている。今後は、必要に応じ
て、犯罪被害者等の意見等も踏まえつつ、制度の活用状況に
ついて検証を行い、改善すべき問題点等が認められれば、改
善していく必要がある。

１　保健医療
サービス及
び福祉サー
ビスの提供
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第４　支援等のための体制整備への取組

項目 講じられた主な施策 評価

１　相談及び
情報の提供
等

・地方公共団体におけ
る総合的対応窓口の設
置の促進等

　犯罪被害者等に適切な情報提供を行う総合的対応窓口が設
置を要請していたところ、全地方公共団体において設置が完了
した。今後は、総合的窓口の認知度を向上させて利用を促進す
るとともに、犯罪被害者等のニーズに沿った適切な支援を提供
するため、専門職の活用等の機能の充実促進を図る必要があ
る。

・地方公共団体におけ
る総合的かつ計画的な
犯罪被害者支援の促
進

　地方公共団体における犯罪被害者等の視点に立った総合的
かつ計画的な犯罪被害者支援の促進のため、犯罪被害者等に
関する条例の制定等について各種媒体を通じて情報提供を
行っているところ、全国の地方公共団体において犯罪被害者等
に関する条例を制定する動きが広がっている。引き続き、地方
自治の観点とのバランスをとりながら、犯罪被害者支援により
資する形で条例の整備が進むように情報提供等を行っていく必
要がある。

・性犯罪被害者による
情報入手の利便性の
拡大

　平成29年に、性犯罪被害者がより相談しやすくなるよう、各都
道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号
（♯8103（ハートさん））を導入し、令和元年度から全国で24時間
運用及び無料化が図られ、利便性は大きく進展した。今後は、
当該制度の積極的な広報周知を図っていく必要がある。

２　調査研究
の推進等

・「犯罪被害者等施策に
関する世論調査」「犯罪
被害類型別調査」や
「犯罪被害実態調査」
等の実施

　関係府省庁において、犯罪被害者等に関する各種調査研究
が実施された。引き続き、必要に応じて、犯罪被害者等の置か
れた状況等に関する調査研究を実施し、その結果を踏まえた
施策を推進していくとともに、調査結果にあっては、犯罪被害者
等に対する国民の理解の増進を図るため、広く公表していく必
要がある。

３　民間の団
体に対する
援助

・民間の団体への支援
の充実

　犯罪被害者等の支援を行う民間の団体への財政的援助の充
実に努めるとともに、それらの団体の活動に関する広報、犯罪
被害者等の援助に携わる民間の者の研修に関する講師の手
配・派遣、会場借上げ等の協力等を行い、支援を充実させたと
いえる。　民間団体による適切な被害者支援活動が行われるよ
う、引き続き、犯罪被害者等早期援助団体を含む民間被害者
支援団体の運営及び活動に協力していく必要がある。

第５　国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組

項目 講じられた主な施策 評価

１　国民の理
解の増進

・犯罪被害者等施策に
関する広報啓発等の実
施

　関係府省庁は、犯罪被害者週間にあわせて犯罪被害者等施
策に関する集中的な広報・啓発活動を実施したほか、ポス
ター、インターネット等の様々な媒体を通じて広報啓発を実施
し、犯罪被害者等支援に関する国民の理解増進に努めた。今
後も、犯罪被害者等施策について、より広く国民に理解してもら
い、社会全体で犯罪被害者等を支える気運の醸成を図っていく
ために、国民一般を広く対象とする広報啓発活動について、一
層強化する必要がある。

○総括
　第３次犯罪被害者等基本計画は、第２次犯罪被害者等基本計画（平成23年３月25日閣議決定）に引
き続き、４つの基本方針及び５つの重点課題を掲げ、これらに基づき、関係府省庁が横断的かつ総合
的な施策を展開してきた。これらの施策にあっては、着実に推進が図られ、一定の成果をあげたものと
評価できる。
　しかしながら、犯罪被害者等や犯罪被害者支援団体等からは、依然として、多岐にわたる要望・意見
が寄せられている。それらからは、犯罪被害者等が中長期的な支援を必要としていることが見受けら
れ、その支援を含め更なる取組を検討する必要がある。また、依然として、性犯罪や児童虐待等が発
生しているところ、それら犯罪被害の特徴として、被害者が、自ら声をあげることができないなどの理由
から、被害が潜在化しやすいことがあげられ、そのニーズを把握することが困難な被害者に対する支
援等についても、引き続き、検討していく必要がある。
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